
（５） 行政の役割、多様な組織との連携

• 地域運営組織の主体性・自主性を基本としつつ、市町村・都道府県・国は、適切な役割分担に基
づいてこれを支援

• 市町村は地域運営組織を地域づくりのパートナーとして、人材面、資金面等多面的に連携・支援
するとともに、担当者の継続性や縦割りを排除した総合的な対応等持続的な取組体制の構築が
重要。都道府県は広域的観点から市町村や現場の取組をサポートする支援体制の確立、国は利
用者視点の下、現行の支援制度の改善や拡充を図ることが必要

• 持続的な地域づくりのため、地域内外の多様な組織との連携・協働を進めていくことが重要

（４） 事業実施のノウハウ等

• 事業の実施に当たっては地域の全体最適を目指すことに留意しつつ、事業に必要な会計・税務・
労務等のノウハウの取得、分野横断型事業展開の仕組み、隣接地域や先発事業者との共同事業
など事業の持続性確保に向けて様々な形で取り組むことが重要

（３） 資金の確保

• 立ち上げ段階では、まとまった資金の確保などに行政の適切な支援が必要

• 経済的な採算性と地域の必要性を勘案しながら複数の事業の合わせ技や空き家など地域の遊休
資産の活用などの工夫を行うとともに、地産地消に加え再生エネルギーの活用、地産外商などの
積極的な取組により、地域経済の円滑な循環を目指すことが重要

（１） 法人化の推進

• 現行法人の活用に加え、現場のニーズに応じた多様な法人類型の整備の検討が必要

• 活動の進捗によりＮＰＯ法人は、「認定ＮＰＯ法人」の取得とその優遇措置の活用が望ましい

• ＮＰＯ法人について、社員資格を市町村よりも狭い地域（旧町村等）の住民に実質的に限定も可能
な「地域住民主体型のＮＰＯ法人」も許容される（ＮＰＯ法の解釈を明確化）

• 地域に必要なサービスを維持するため、「社会的利益追求を目的とした営利法人」に関する制度
の検討を行い、早期に実現することが求められる

• 地域運営組織のうち地縁組織に近い性格を持つ「地縁型組織」が経済活動等を行うのに適した法
人制度の検討が必要（検討に当たっては、地域住民主体型のＮＰＯ法人や認可地縁団体等既存
の法人制度を参考）

地域の課題解決を目指す地域運営組織 －その量的拡大と質的向上に向けて－
中間とりまとめ案（概要）

 地域運営組織は、「協議機能（地域課題を共有し、解決方法を検討）」と
「実行機能（地域課題解決に向けた取り組みを実践）」を有する組織で、協
議機能と実行機能を同一の組織が併せ持つ「一体型」と協議機能と実行機能
を切り離した「分離型」がある。

 地域運営組織の活動事例を分類・整理すると下記のとおり。

 地域運営組織は自主的な活動に基づくものであり、組織形態も活動に応じ自ら定め
るものであるが、経済活動を実施する場合、法人格を取得する必要性が増大

 地域運営組織の基本的要素は、①行政上の組織ではなく、法的には私的組織に属す
ること、②経済活動を含む地域の共同事業を行うこと、③一定の区域を基礎とした
組織であること

 社会科学的には、地域運営組織は共的セクターに属するが、その活動は公的セク
ター・市場セクターにまたがるもの

 地域運営組織の設立には、①地域住民の当事者意識の醸成、②地方公共団体のサ
ポート、③財源・制度・人材等組織設立を促す条件整備が必要

 地域運営組織の一体型・分離型の双方のニーズを踏まえた法人制度の受け皿の整備
が必要

１．地域運営組織の考え方

（１）地域運営組織の多様性とその分類

③ 資金の確保

① 法人化の推進

（２） 人材の育成・確保

• 地域運営組織の立ち上げ・運営に当たり、ワークショップや外部専門人材の活用等による組織の

リーダー・担い手の確保や事務局体制の整備が求められる。長期的には地域内における人材育

成や世代交代の循環の仕組みをつくることが重要

• 地域運営組織の取組の推進は、地域の状況に応じた支援が必要。地域によっては都道府県によ
る主導的な施策（職員派遣・人材育成・情報発信の場づくり等）や都道府県・市町村・中間支援組
織が連携した人材育成や情報共有等のためのプラットフォームづくりが有効

２．地域運営組織の取組を推進する上での課題と解決方向

⑤ 行政の役割、多様な組織との連携

④ 事業実施のノウハウ等
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（２）地域運営組織の基本的考え方

② 人材の育成・確保
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